
対象区域 森林及びその周辺の区域等であって、知事が指定した区域

対象行為
土地について次の権利を移転又は設定する契約の締結
①所有権 ②地上権 ③地役権 ④賃借権 ⑤使用貸借による権利

対象外

①土地の面積が0.5ha未満の契約
②契約の当事者の一方又は双方が国、地方公共団体、森林整備法人、道路公社、土地開発公社、独立行政法人、国立大学

法人又は地方独立行政法人である場合
③非常災害のために必要な応急措置として行われる契約
④農地法第３条第１項の許可を要する契約又は同項各号のいずれかに該当する契約

届出内容 契約の当事者の氏名、住所、土地の利用目的等

届出の流れ

福島県水源地域保全条例（案） 概要

近年、本県を含め全国的に外国資本等による水源地域の土地買収や開発行為等が発生し、地域に不安が生じている。
他道府県では、水源地域の土地の所有者や利用状況を把握する条例を設けて対応しており、本県でも、水源の水質や水量を損なうおそれ

が生じた際に素早く対応できるよう、水源地域保全条例を制定する。

１ 背景

２ 届出制度
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      伝達

②届出内容通知
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⑩勧告に従わなかった旨及び当該勧告の内容公表
⑪５万円以下の過料

⑨必要な措置を行うよう勧告
⑦報告の徴収
⑧立入調査

必要に応じて
無届、虚偽の届出又は⑦⑧に応じない場合
必要に応じて

⑨に従わない場合
必要に応じて

※②～⑥の前後問わず実施可

資料４



対象区域 森林及びその周辺の区域等であって、知事が指定した区域

対象者
土地について次の権利を有する者
①所有権 ②地上権 ③地役権 ④賃借権 ⑤使用貸借による権利

実施基準 この条例の目的を達成するため必要があると認めるとき

立入調査等
の流れ

３ 立入調査等制度
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⑧勧告に従わなかった旨及び当該勧告の内容公表
⑨５万円以下の過料

⑦必要な措置を行うよう勧告
⑤報告の徴収
⑥立入調査

必要に応じて
⑤⑥に応じない場合
必要に応じて

⑦に従わない場合
必要に応じて
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①情報提供
③意見
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※①～④の前後問わず実施可
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